
宇宙法秩序形成に関する研究
――― 各規範の系譜・比較からの考察

慶應義塾大学宇宙法研究センター

第8回宇宙法シンポジウム

2016年3月13日

JAXA 小畠和史

Research on formulation of global norms in outer space

――― chronological and comparison study of each norm



• 宇宙活動を規律する国際的な規範の検討は、1950年代以降、国連内外
問わず、多くの母体で行われている

• 各規範の出自・性質は異なるが、以下に留意が必要
① 各規範の作成過程での検討内容に類似性 (similarity)

② 歴史的に同様の議論が反復されている (repetition)

③ 各規範が異なる母体で議論され始めている (intersection)

１．研究の背景・内容

• 我が国のCOPUOS等の対処に資するため、2年間で以下を検討

①規範形成の議論の系譜を実証的に分析・整理 (chronological study) 

②各規範の最新テキストを比較し、表現の差異・曖昧さ等の観点から
論点を整理し、今後の課題・提言内容を検討（comparison study)

③宇宙の軍事利用に適用される規範作成等に関する動向の調査分析

本日の
報告

2 Background and subject of research



２．研究会のメンバー・会合概要
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メンバー（一部敬称略）
慶應義塾大学大学院 法務研究科 教授 青木節子（主査） Prof. Setsuko AOKI, Chief, Keio Univ.

学習院大学 法学部 教授 小塚荘一郎 Prof. Souichiro KOZUKA, Gakushuin Univ.

外務省 軍縮不拡散・科学部軍備管理軍縮課 課長補佐 西田充 Mr. Michiru NISHIDA, MOFA

日本国際問題研究所 軍縮不拡散促進センター 主任研究員 戸崎洋史 Dr. Hirofumi TOSAKI, JIIA

防衛研究所 政策研究部グローバル安全保障研究室 研究員 福島康仁 Dr. Yasuhito FUKUSHIMA, NIDS 

JAXA堀川康、加藤明、竹内悠、内木悟、奥村由季子、小畠和史
オブザーバ：内閣府、外務省、文科省、経産省、慶應義塾大学法学部非常勤講師 白井恭一、森本正崇 他

第１回（2016年6月23日）「宇宙の軍事利用の潮流：ｽﾍﾟｰｽﾊﾟﾜｰ論から見た過去・現在・未来」福島研究員
第２回（同年 8月29日） 「宇宙活動の長期的持続可能性～ベストプラクティスガイドライン～」JAXA堀川

「軍縮会議（CD）での議論動向」JAXA小畠
第３回（同年11月11日） 「弾道ミサイル防衛（BMD）と衛星破壊兵器（ASAT）」戸崎主任研究員

「宇宙の軍事利用に適用される国際法マニュアル作成初回会合報告」青木主査
第４回（2017年1月18日）「スペースデブリ概論」JAXA加藤

「宇宙活動に関する国際行動規範（ICOC）の概要」外務省森宇宙専門員
「各規範の比較、履行上の課題等」JAXA小畠（※第５回で追加発表）

第５回（同年3月9日） 「宇宙の軍事利用に適用される国際法マニュアル作成第２回会合報告」青木主査
「宇宙交通管理（STM）の理論と課題」JAXA竹内

Member list and presentations of each meeting



３．規範検討の系譜（概要）
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宇宙活動の国際行動
規範（ICOC ）案
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Overview: chronology of the formulation of norms

COPUOS
設置(1959)

UNDC設置

(1952)

2014

修正案

宇宙条約第４条
通常兵器を搭載する
宇宙物体を宇宙空間に
配置することは禁止せず



４．PAROSアドホック委員会での主な提案
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分類 提案名 提案国 概要 その後の展開

１.包括的
な軍備管
理提案

宇宙条約４条改正
ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ

ﾍﾟﾙｰ
いかなる「宇宙兵器」も宇宙空間に配置しない旨明文化

「宇宙兵器」
「ASAT兵器」
の定義・分類化
が困難なため
合意に至らず

新条約提案 ソ連 宇宙から宇宙・地上の物体破壊を行う宇宙兵器配置を禁止

２.特定対
象の軍備
管理提案

包括的な
ASAT兵器の禁止

東独
ﾓﾝｺﾞﾙ

ASATシステムの製造、実験、配置を包括的に禁止

高軌道衛星攻撃用
ASAT兵器禁止

仏 高軌道衛星への攻撃が可能なASATシステムのみ禁止

３.信頼
醸成措置

(CBM)

衛星からの
宇宙・地上監視

仏
加

仏：軍縮合意の履行監視のため「国際衛星監視機関」を設立
加：宇宙兵器の配備・地上監視のため「PAXSAT」衛星を開発

õ06、加はCDで
再提案

行動規範

(code of conduct)

西独
仏

・衝突回避のため衛星間の最小接近距離、立入禁止区域を設置
・衛星軌道情報を管理し警告を行う国際軌道情報センター設置

宇宙GGE報告
書、ICOC 案、
LTSｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ案
に議論が継承

宇宙物体登録情報の
詳細化

加、印
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ

条約に基づく宇宙物体の情報提供をより詳細化・即時に実施

事前発射通報 仏 国連の下に事前発射通報を収集する国際通報センターを設置

Primary proposals in the PAROS Ad hoc committee
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５．各規範の比較（抜粋）

１．宇宙活動の情報交換・通報 ２．リスク低減のための通報
３.干渉等の防止宇宙政策

施設
宇宙物体
登録情報

打上げ 軌道要素・接近情報
高ﾘｽｸ
再突入

有ﾘｽｸの
ﾏﾇｰﾊﾞ

緊急時
意図的
破壊

宇宙

GGE
報告書

宇宙政策、
研究等を
公開

射場等を
相互視察

国内登録簿の
公開

事前発射通報
（ﾐｯｼｮﾝ情報
を含む）

軌道要素情報の交換

実行可能な範囲で接
近情報を通知

甚大被害を与
える恐れのあ
る高リスク再
突入を通報

他国宇宙物
体の安全に
リスクを与
えるマヌー
バの通報

宇宙物体
の安全に
脅威を与
える事象
を通報

宇宙物体
の意図的
破壊を規
制

ICOC
案

事前発射通報
軌道上衝突リスクを
伴う接近情報を通知

衝突リスクを最小化する
適切な措置を講じる

LTS
ガイド
ライン

案

拡大登録情報
の提供の奨励

打上後の登録
国決定の調整

事前発射通報
（衛星の軌道
投入位置、
軌道要素情報
を含む）

制御可能な運用期間
中、接近解析を実施

接近解析等の組織の
窓口情報の交換

国連情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
の検討

制御不能で危
険な再突入の
情報提供・協
議手順を設定

宇宙運用の安全・
セキュリティに影響を
与え得る情報を交換

事前合意無く他国の
宇宙物体に干渉を与
えない

情報収集目的で宇宙
物体に接近する場合
に安全措置を講じる

宇宙物体に悪影響を
与える形での環境改
変技術の使用禁止

HCOC

ロケット
等の政策
を提出
射場等を
相互視察

事前発射通報
（発射能力、
時期、場所、
方向）

Comparison of each norms (excerpt)

宇宙物体登録
情報の

詳細化案
事前発射
通報案

行動規範案
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６．主な論点（１）宇宙物体登録に関する措置の拡大

現行規範 Existing Norms 新規範 Evolving Norms 評価 Assessment

国内登録簿
National Registry

打上げ国は、国連事務総長に登録簿
の設置を通報（登録条約）

inform SG of the establishment of national registry

宇宙物体の国内登録簿へのアクセスを
提供（宇宙GGE報告書）

provision of public access to national registries

履行可否は要検討

打上げ後の
登録国決定
の調整
Coordination of 

State of registry 

after the launch

その領域又は施設から宇宙物体が打ち上
げられた締約国は、事前に合意がない場
合、登録国・機関を共同で決定するため
に、「打上げ国」としての条件を満たし
ていると思われる締約国又は政府間国際
組織に連絡する（宇宙物体登録勧告）
In the absence of prior agreement , é contact to 

jointly determine which State or entity should 

register the space object

宇宙物体の打上げ後、打上げに関わった
国・機関は、宇宙物体が登録されていない
と信じるに足る合理的理由があるときは、
当該宇宙物体の管理・管轄権を有する国等
との間で、登録国を決定するよう調整する
（LTSガイドライン案）
Following the launch of a space object , é coordinate 

to determine which State oré should register the 

space object

我が国の打上げ事業者
が自国から今後多くの
海外衛星を打ち上げる
状況を想定すれば、新
規範は有意義か

拡大登録
情報
Expanded 

information on 

space objects

国連事務総長に提供すべき、追加可能か
つ適切と考えられる下記に関する情報に
ついて検討する（宇宙物体登録勧告）

(i)  静止軌道の位置（適宜）
(ii) 運用状態の変更（特に機能を停止し

た宇宙物体について）
Any change of status in operation (inter alia, 

when a space object is no longer functional)

「運用状態の変更」には、機能の終了・喪
失、有害な周波数干渉や他の宇宙物体への
衝突リスクを伴う制御不能、子衛星等の分離、
宇宙物体の特性を変化させるような構成要
素の放出を含む（LTSガイドライン案）
Loss of ability to control the flight é, with the risk of 

harmful radio frequency interference é and/or the risk 

of potentially hazardous conjunctions

リスク情報まで情報提
供の範囲に含むことが
宇宙物体登録の本旨に
適うかは要整理

β米はPAROSｱﾄﾞﾎｯｸ
委員会で、条約の本旨
に反するとして反対

Primary issues (1) expansion of measures on registration of space objects



６．主な論点（２）事前発射通報内容の拡大
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現行規範 Existing Norms 新規範 Evolving Norms 評価 Assessment

通報内容
の拡大
Expansion of 

pre -launch 

notification 

information 

弾道ミサイル及び宇宙打上げ
機計画に関して、

－弾道ミサイル及び宇宙打上
げ機の発射及び実験飛行に関
する事前発射通報を相互に行
うこと

通報には、弾道ミサイル又は
宇宙打上げ機の一般等級、発
射ウインドウ、発射場所、発
射方向の情報を含む（HCOC）

Notifications should include the generic 

class ofé Space Launch Vehicle,the 

planned launch notification window, the 

launch area and the planned direction

各国は、宇宙打上げ機の打上げ及び打上
げ機のミッションについて事前発射通報
を行うこと（宇宙GGE報告書）
Pre-launch notifications of space vehicle launches 

and the mission of launch vehicles

既に履行中

国及び国際機関は、現行の及び／又は他
の特定のメカニズムを用いて、事前発射
通報を提供することが奨励される

当該通報には、打上げ予定日・時間、打
上げ機の種類、船舶・航空機の航行に対
する通報、宇宙物体の基本情報（少なく
とも軌道投入予定場所、軌道要素等）を
含むことが望ましい（LTSガイドライン案）

Notifications would preferably include information 

onébasic information on space objects planned for 

insertion into orbit that contains, as a minimum, 

reference to the destination regionséwhere the 

newly launched objects are to be placed and/or 

basic parameters of the normal orbit pf each object

１．宇宙物体情報を提供する意義
登録情報の提供が行われない場
合の情報源として役立つ可能性

２．履行可否
受託打上げの場合、情報提供の
可否は顧客側との調整が必要

３．宇宙物体情報の通報先
不明確。通報先の明確化が必要

β仏はPAROSｱﾄﾞﾎｯｸ委員会で「国際
通報ｾﾝﾀｰ」を提唱し支持を得た

Ƃ仏案の復活も？
ƂHCOC非参加国に打上げ機の事前

発射通報を課す受け皿となるか？

Primary issues (2) Expansion of pre-launch notification information



６．主な論点（３）干渉等の防止
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現行規範 Existing Norms 新規範 Evolving Norms 評価 Assessment

干渉の防止
Prevention of

interference

潜在的に有害な干渉を及ぼす恐れがあ
る場合には適当な国際的協議を行う
（宇宙条約）
Appropriate international consultations in the 

case of potentially harmful interference

事前の明確な合意が無い限り、海外の宇宙物体
に干渉を与えないことを保証する
(LTSガイドライン案）
make sure that such operations do not interfere with foreign 

space objects, unless there is an express agreement

１．義務範囲の拡大
具体的に禁止され
る対象範囲の明確
化が必要

２．履行可否
現時点では抵触す
る活動は想定され
ない

接近時の
安全措置
Safeguard to the 

approaches at 

short distances 

and fly -bys in 

close proximity

無し

地球近傍の軌道において物体、事象、状況に関
する情報収集を目的として宇宙運用を実施する
場合で、海外の宇宙物体に接近し近接距離でfly-

by を行う場合、当該物体に物理的、運用上の悪
影響を与えないように安全措置を講じる
（LTSガイドライン案）

環境改変技
術の使用禁
止
Refrain from use

of environmental 

modification 

techniques 

広範な、長期的な又は深刻な効果をも
たらすような環境改変技術の軍事的使
用その他の敵対的使用(military or any 

other hostile use) を他の締約国に対して
行わない

「環境改変技術」とは、自然の作用を
意図的に操作することにより（中略）
宇宙空間の構造、組成又は運動に変更
を加える技術をいう （ENMOD条約）

平和目的のための(peaceful purpose) 環境改変技術
の使用は、関連の安全基準及び手続きによって
支持されない限り、軌道上で運用中の宇宙物体
に対して損害又は危害を与える可能性があるこ
とに合意する

運用中の宇宙物体、関連の地上インフラ又は宇
宙環境に悪影響を与える形で環境改変技術を使
用又は許可しない（LTSガイドライン案）

Primary issues (3) Prevention of interference, etc



７．今後の検討課題
10

• 過去の各国主張・交渉経緯等の分析も加味し、今後
の方針検討に資する材料を一層提供する

• 他の規範（ITU等）や、新たな課題（cyber等）に関
する論点の分析も行う

• 宇宙の軍事利用に適用される国際法マニュアル
（MILAMOS) プロジェクトの動向を引き続き調査
分析する

Next steps forward



（参考）露提案「国連宇宙物体情報プラットフォーム」構想
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¸ 宇宙空間における物体・イベントの観測情報を収集、体系化、共有、解析するための各国・運用機関等の取
組みを統合するメカニズム。

・地球近傍の物体・イベント情報（計画/ 予測情報を含む）を国際コミュニティに提供する

・地球近傍の運用中の宇宙物体に対し危険の恐れのある情報を提供する

・宇宙空間の物体・イベント情報を保有する様々な主体の情報を一元的に集約し、より包括性、信頼性、
正確性、迅速性を伴った宇宙空間の状況の解析や意思決定を可能とする

・宇宙物体情報の様式を統一し、観測情報との関連付けを可能とする

・宇宙空間における危険な状況の回避に資する

¸ 衛星運用者、宇宙の観測機関、データ処理・解析機関は、本プラットフォームへの情報提供機関となる

¸ 本プラットフォームは、宇宙空間における物体・イベントの事実に基づく情報を提供するツールであること
から、正確性、信頼性等の評価・分析が伴った上で提供される

¸ 打上げの実施や宇宙物体が軌道に投入される場合、そのリストは本プラットフォームのデータベースに反映
される。この目的のために、国連で保管される登録簿が利用され、OOSAはリスト管理を行う。地球近傍で
生じる新たな事象に関する情報についてもデータベースに反映される

露はWG設置を提案。 宇宙物体・イベントの情報交換の促進はUNISPACE+50 の優先議題にも指定。

Russian proposal on “UN information platform for sharing space objects and events 
in outer space”


